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平成２１年度 東京都税制調査会 

第２回小委員会 

平成２１年５月１２日（火）16:03～18:04 

都庁第一本庁舎 ３３階南側Ｓ６会議室 

 

 

【税制調査課長】  本日はお忙しいところ、お集まりいただきまして、誠にありがとうございます。た

だ今から平成２１年度東京都税制調査会第２回小委員会を開催させていただきます。 

 まず、前回欠席で、本日、今年度初めてご出席の委員のご紹介をさせていただきたいと存じます。 

上智大学法科大学院長の小幡委員でございます。 

東京大学大学院法学政治学研究科教授の金井委員でございます。 

京都大学大学院経済学研究科准教授の諸富委員でございます。 

それでは、議事に入りたいと思います。 

 進行につきましては小委員長にお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

【小委員長】  本日はお忙しいところをお集まりいただきまして、大変ありがとうございます。 

 まず、事務局から専門委員の設置について説明があります。 

 事務局、お願いします。 

【税制調査課長】  それでは、専門委員の設置についてご説明をさせていただきます。 

当調査会におきましては、細目の調査研究を行う必要がある場合、当調査会運営要領第３に基づきまし

て専門委員を設置することができることとなっております。 

地方税制のグリーン化の制度設計に当たりまして、会長から２名の専門委員をご指名していただいてお

りますので、ご紹介申し上げます。 

横浜国立大学大学院国際経済法学専攻長の岩崎専門委員でございます。 

上智大学経済学部准教授の有村専門委員でございます。 

専門委員の方々には、後ほどご説明いたします分科会及び第６回小委員会にもご出席いただく予定とな

っておりますので、よろしくお願いいたします。 

【小委員長】  それでは、本日の議事に入ります。本日の議題は、地方税制のグリーン化の理念と制度

設計についてということでございます。 

前回、小委員会で事務局から説明があったと思いますけれども、今年は地方税制のグリーン化について

具体的な制度設計を行っていきたいと考えております。本日は、まず、○○委員にプレゼンをお願いしま

して、その後に制度設計に向けた考え方について議論をしていきたいと考えております。 

それでは、○○委員、お願いいたします。 

【委員】  ありがとうございます。私は、前回、お休みをさせていただきましたが、主として環境の観

点から議論に貢献できればと思っております。 

今年は地方税制グリーン化の課題ということで、報告の機会をいただきました。環境税を専門にしてい

ることもございまして、その観点から地方税制で環境税をどう考えられるのかという話を、今日はさせて

いただきたいと思います。 

環境税自体は議論があって、まだ日本では正式な形で導入されていないのですが、地方で導入する場合

には、また、独特の問題、課題がございますので、今日はそういった点について重点的にお話をさせてい

ただきたいと思います。 



 2

現在の日本における環境税の議論ということでお話を始めますと、ちょうど中央環境審議会の総合政策

・地球環境合同部会というものが、昨年秋に設けられまして、グリーン税制と経済分析等に関する専門委

員会というものが○○先生を座長として設けられました。ここで会長の○○先生もこのメンバーだったわ

けですけれども、そこで議論を行いました。これは福田前首相の道路特定財源一般財源化というものを受

けて、いわゆるエネルギー化石燃料課税、それは道路特定財源にもともとなっていたものです。こういっ

たものの課税根拠をどうするかということを改めて考える必要があるわけです。その中で、道路損傷に対

する応益課税としての道路特定財源、化石燃料課税というものの論理が維持できなくなるならば、環境の

観点から、改めてそういう化石燃料課税を考え直すべきではないかという問題意識がありました。ここに

書いてありますように、６回開催されて、１１月に議論の整理というものをやりました。その成果として、

こういうタイトルの３番目の点に関する報告書が出たということになります。 

環境税というものを、どういうふうに位置づけるかということですが、環境税をどういうふうに日本の

税制の中にこれから組み込んでいくかと問題を立てますと、幾つかオプションがあると考えられます。 

一つは、純粋に新規の既存の税源に対して新しい付加的に入ってくる新税として考えられるわけです。

その場合は、新税として炭素税を導入しておいて、そして、環境省なんかがずっと議論してきているのは、

その税収はもう特定財源化して温暖化対策に充てるというものです。 

それに対して、一般財源化してしまうというのももちろんございます。それから、さらに進みますと、

新しい税を導入するのと引き換えに、別の税を引き下げて税収中立的に、こういうのは環境税制改革と呼

ばれているわけですが、そういった改革で導入をしてしまうというやり方、トータルとして、入る税収は

増えないということに、この場合はなります。 

それから、三つ目としては、既存エネルギー税の炭素税化ということがございます。これは新税として

入れるのではなくて、実は日本税制をよく見てみると、化石燃料に結構幅広くかけています。自動車に対

しても課税がなされています。保有段階の課税もございます。そういったものをグリーン化することを通

じて、事実上の環境税導入というルートもあるのではないかということです。 

既存エネルギー税の暫定税率部分というのが、まさに、昨年、ちょうど今ごろでしょうか、議論になっ

ていたように、こういったものは道路損傷に対する応益課税との観点でこれまで正当化されてきたわけで

すけれども、それを理論的には、なかなか正当化しがたい状況に、今なっているわけです。 

例えば、その暫定税率部分を炭素含有量に応じた課税ベースに移行させれば、それは事実上の炭素税導

入になるのではないかということです。それから、移行段階としては、例えば、課税ベースを変えないま

ま、既存の税率調整で事実上は炭素税に近い形に移行させる。これはあからさまに課税ベースを炭素含有

量に変えないわけなのですけれども、特に、先ほど紹介しました委員会の中では、○○先生がこういった

スタイルがあるのではないかということで問題提起をされたものなんですが、そういうやり方もあるだろ

うということで、今、お話ししたことをざっと選択肢でまとめますと、こういう感じになると。いろいろ

選択肢が分かれていくだろうというわけです。 

一番右の方に書いてある「上流、下流」というのは、エネルギーの流れの中のどの段階で課税するかと

いうのが、こういった化石燃料課税独特の問題としてあります。消費課税の場合における、一般にどの段

階でかけるのか、消費地に近い段階でかけるのか、生産地に近い段階でかけるのかという問題と同様にや

はり化石燃料の流れも、日本の場合ではほとんど１００％近く化石燃料は海外から輸入されておりますの

で、輸入の段階、関税と同じ段階か精製段階でかけることが、ここでは「上流」と呼んでおります。下流

は、実際にエネルギーを利用、消費する段階のことを、ここでは「下流」と呼んでおります。どちらで課

税するかという問題は、国税の場合にも問題になりますが、もし、地方炭素税というようなことを考える
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場合には、非常に重要な問題になってきます。その点は、後で詳しくお話をしたいと思います。 

 ここから少し政策手段論的な話になりますが、今後、日本の温暖化対策がどういうふうに進んでいくか

ということです。皆さん、ご存じのように、昨年は福田前首相のもとで福田ビジョンというものが洞爺湖

サミット前に出されまして、排出量取引制度を試行的に実施するということになったわけです。これ自体

は、いわゆるキャップ・アンド・トレードというタイプの排出量取引制度から見ると、非常にだめなもの

と言いますか、政策手段としては真っ当なものでは全然ないのですけれども、しかし、産業、エネルギー

転換、工業プロセスといった、割と大量排出、大体これで日本の排出量の５割から６割ぐらいを占めるの

ですけれども、そういったところをカバーしていくことになります。 

これを今後、日本としては、本格実施という形で、いわゆるキャップ・アンド・トレードのかちっとし

たものにしていくかどうかということが問題にはなってくるわけですが、そうしますと、もし、そういう

方向にいくならば、そして、ＥＵは既に入れていますし、オバマ政権のもとでは、もう既に下院にいって

法案が出ておりまして、議論がもう既に開始されておりますので、将来的には、例えば、ＯＥＣＤ、先進

国で共通の排出量取引制度というようなことになってまいりますと、日本もそういったところにやはり参

加していくということが想定されます。 

そのときに、いわゆる、先ほど言いました下流の方で排出量取引が入ることが想定をされます。そうし

ますと、例えば、運輸とか民生部門、中小企業とか、こういったところは外れてくるわけです、こういっ

た排出量取引の網の目から。もちろん、東京都は環境局の方で大変努力をされて、業務部門を主として対

象とするような排出量取引制度を、１０年からですか、開始されるということになっておりますが、東京

都以外では主たる政策手段は何なのかというのは、何もない状況です。そこで、恐らく環境税といったも

のは、こういったところで活用すべきであろうということが考えられます。 

こういう形、理念的には、ゼロから排出量Ｅまでの大量排出者がこの中に含まれているとしますと、そ

この部門に対して排出量取引制度が入ってくると。それ以降は、中小企業や家庭部門の排出量を足し合わ

せていると考えていただきたいんですが、そこに対しては環境税を導入すると。この絵は、すべてのセク

ターに環境税を導入するケースを考えているんですが、例えば、イギリスなんかがどういうやり方をやっ

てきたかというと、すべからく一旦は環境税をかけておいて、そして排出量取引制度の枠組みに入る企業

に対しては、税率を大幅に割り引くというようなやり方をやっています。イギリスの場合、もっともエネ

ルギーの産業利用に対してだけしか課税はしていなかったのですが、ここで普遍的にあらゆる主体に環境

税を一旦かけておいて、排出量取引に配慮した主体に対しては税率を割り引く、あるいは場合によっては

ゼロ税率というのもあり得るのかもしれないですけれども、そういったことが考えられるという形でポリ

シーミックスを組むということですね。 

ここは先ほども紹介しました環境省における検討会の中央審議会における議論で、私自身がこういうや

り方でやったらいいのではないかと提案した内容なのですが、環境税を上流で導入するのか、それとも、

下流で導入するのか、それによって、どういう制度設計になるのかが、また変わってきますという問題が

ございます。 

それで、下流での執行ということになりますと、非常に課税実務上、難しい問題が発生し、もし徴収で

きたとしても、大きな徴税コストがかかる可能性があります。これが３点目の点です。ちょっと２点目を

飛ばしましたが、下流でもし環境税を導入すれば、利点は、実際に化石エネルギーの消費者と言いますか、

利用者と課税ポイントを一致させることができて、そしてそのインセンティブという点では、その方が望

ましいのではないかということを言うことができるかと思います。 

ただ、申し上げましたように、徴税コストがかかる可能性があると。例えば、ガソリンスタンドのとこ
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ろで、ドライバーに、すべからく環境税をかけるようなスタイルではなかなか難しいかもしれないわけで

す。 

したがって、ここでは、例えば、国税としてのことを考えているのですが、化石燃料の流れの上流で炭

素含有量に応じた課税を行うと。下流で、例えば、そうすると、大企業に対しても、中小企業に対しても、

家庭に対しても、そして運輸に対しても、すべて環境税が転嫁されてかかってくるということになります。 

先ほど言いましたように、そうだとすれば、こういう形で税率を大規模排出者に対しては割り引いたり、

ゼロ税率ということはできなくなりますので、それをどうするのかということで、排出量の算定について

現在、温室効果ガスの排出量算定・報告・公表制度というものが実はございまして、各企業は、自分たち

がどれだけ温室効果ガスを出しているのかということを、自ら算定し、報告し、そして公表しなければい

けないとされています。 

ＣＯ２排出量というものがそこで把握できますので、それに一旦通常税率を掛けた上に、通常税率の２

５％の税率にしようという場合には、７５％分が還付されるわけですから、０．７５を掛けると。そうい

った計算は机上ですぐできますので、それを還付額として、一旦、環境税をとった上で、この部分を還付

するという仕組みを構築しておけば、先ほどのような制度設計は実現可能になるということになります。 

メリットがこの制度にはありまして、正確な情報を報告するインセンティブが企業の側に働く。この算

定・報告・公表制度は自主的な報告制度でして、果たしてＣＯ２の排出量が正しいのかどうかということ

に関してのチェックがなされていないわけです。しかし、きちっと正確に報告すれば、その分、還付がな

されるということであれば、正確な情報を報告するインセンティブが働くであろうと。それから、相対的

に上流で課税していますので、徴税コストはかからないであろうということでございます。 

さて、ここから地方税として組む場合、一体どういう課題があるかということをお話をしていきたいと

思います。 

地方環境税というふうにこういうものを想定しますと、これまで日本ではどういうものがあったかとい

うと、法定外目的税としての産廃税、それから、普通税なんですが、事実上目的税的に運用されている森

林環境税といったものがあります。これは地方分権一括法以来、地方独自課税という動きが起きてきて、

こういったことが全国的に進んだということになります。 

炭素税ということで言いますと、実は実現されていません。東京都とか北海道、かつて検討はされまし

たが、実現されているわけではございません。地方炭素税というのは、国税の場合にはない課税上の困難

がありますが、それは後でもう少し詳しく言いますが、地方炭素税は、したがって、どういう形でこれか

ら考えていくことができるかと言いますと、法定外目的税のような形で独自に課税していくというのが、

単独でもやるということが一つはあります。それから、地方共同税のような形で、地方で一斉にやる。そ

れから、国との共有税のような形で導入できるのではないかということです。 

地方税ですから、やはり、いろいろ国税とは違う問題があります。皆様には改めて繰り返すまでもない

議論ではありますが、マスグレイブの政府間機能配分論というところで、そもそも政府間でどういう機能

配分をすべきかという議論がございます。地方の役割は、マスグレイブの議論では、地方公共財の供給と

いうものに限られる、あとは中央政府がやるんだという議論がなされております。 

そういったことを、政府間の機能配分を前提とした場合に、税源配分はどうなるかと。結論はこういう

形でマスグレイブが議論しているのは、こういった税源配分になるだろうと言われているわけですが、そ

のプロセスで、やはり問題になってくる論点、マスグレイブが強調しているのは、基本的には、地方にふ

さわしい税金の選出というのは、星印をつけておりますが、応益性を満たすものであり、そして、税源の

移動性が低いものであり、なおかつ、税源の偏在性の小さいものであると、こういった条件がそろってい
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るということが強調されています。 

実は同じようなことが地方環境税の議論でも入ってこざるを得ないということになります。そこで、こ

ちらのスライドですけれども、とりわけ税源の移動性と偏在性という問題で地方の環境税の問題を考えて

いきますと、上流課税は、ここでは原産地主義に基づいて課税するということにほかなりませんし、下流

課税ということは、仕向地主義に基づいて課税するということにほかなりません。それぞれメリット、デ

メリットがございます。 

上流でかけるということは、先ほども言いましたように、エネルギーの輸入あるいは精製ポイントで課

税をするということになります、ここでは炭素税を念頭に置いていますけれども。この場合には、納税義

務者は非常に少数になりますし、徴税のための行政費用は最小化されるであろうと思います。ただ、ある

特定の地域、輸入あるいは精製の生産設備が存在するような地域に税収が偏在するという問題が発生する

だろうと。それを水平的に分ければいいではないかということもあるのですが、都道府県間でそういった

税収を配分する機構は存在しないということは事実上、国が税収配分の役割を担い、譲与税的な形になら

ざるを得ないであろうということになります。 

仕向地主義、下流で課税いたしますと、例えば、税源の偏在性問題というのは確かに解消すると。つま

り、エネルギーの消費段階ですから、より税源は分散的になるということになりますが、独自課税でもし

やっていくと、エネルギーに課税する都道府県、ある県が課税し、隣の県は課税しないとか、税率が異な

っているとかということになりますと、いろんな意味での資源配分上、歪みの問題が起きます。例えば神

奈川県が導入して、東京都は何も課税していないということになると、神奈川県の自動車は東京都のガソ

リンスタンドにまず来て給油をする、そして神奈川県に戻っていくみたいなことが起きることが想定され

るわけです。そういうことを起こさないためには、全国統一的に地方で炭素税を導入するということが、

やはり必要になってくるということになります。 

そうしますと、何らかの形で地方で統一的に導入するか、国との共同でやるかということをめぐって、

幾つかの方式があるというのは、この表です。 

最後に、具体的な制度設計のあり方はどうすればいいのかということを、お話をしていきたいと思いま

す。 

何度かこれまで強調してきましたように、上流か下流かという選択肢がございます。インセンティブ効

果ということから考えると、エネルギーの消費段階に合わせて課税ポイントを設定するのが本来は望まし

いと思います。しかし、地方税原則との整合性から言って、下流に税金を持ってきた場合に、考慮すべき

点としては、移動性とか、それから偏在性とか応益性との整合性を考えなければいけないでしょうという

ことになります。それで徴税コストはどれぐらいになるのかということも、また論点になってきます。 

下流であれ、上流であれ、既存税を活用するのか否かということも、また問題になってまいります。 

あと、地方で、例えば、そういうことは法的に可能なのかどうかわかりませんが、都道府県が共同で税

を取るということが、国を媒介せずということですけれども、そういうことが可能なのかどうかわかりま

せんが、例えば、そういうオプション、あるいは国との共有税の形にして、事実上、譲与税化してしまう

という形にいくのか、そういった選択肢があるかと思います。 

こちらの表が現在の日本のエネルギー課税の現状を示したものでして、上流と下流というふうに分かれ

ておりますが、石油石炭税というものがありまして、たしか２００６年の改正で石炭まで含まれるように

なりました。したがって、化石燃料は、ほぼすべてこの石油石炭税でカバーされるということになってお

ります。 

下流にいきますと、ガソリン税と書いていますが、去年、随分騒がれた揮発油税もここに入っておりま
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して、軽油引取税、これは地方税、都道府県税ですけれども、ＬＰＧだとか、航空機燃料課税だとかとな

ります。ただ、天然ガスとか灯油とか重油とか、課税がなされていないものが下流ではございます。 

可能な限り下流で課税を実施すべきだとは思います。理由は、価格インセンティブ効果の点で望ましい。

ただ、納税義務者数が非常に多くなり徴税費用が増大するだろうと。それから、もし、地方で統一的に実

施できない場合には、先ほど言いましたいろんなエネルギー流通上の歪みが発生する可能性があるという

場合には、下流課税を基本とするけれども、過度に徴税費用の増大をもたらす場合は、上流課税も考えな

ければいけないのではないかという思考順序になるかと思います。 

下流ですべての化石燃料に課税をしていくというオプション、新税として地方が課税をするというオプ

ションがあるかと思いますが、これは一つのオプションだと思います。ただ、別のオプションとしては、

ここの下流で課税が行われていない天然ガスとか灯油とか重油に新たに課税をする、あるいは石炭に下流

で新たに課税をするというような形で、課税されないものを埋めていくというようなやり方もあるかと思

います。そして、事実上、炭素税的な負担にしていくと。これは実際、イギリスの気候変動税といったも

のの税の導入の仕方は、それまで課税されていなかった課税ベースを埋めていくように課税をするという

ようなスタイルをとっております。 

それから、四つ目、都市ガス、電力、これはかつて消費税が導入されたときに、以前は地方税であった

都市ガス、電力に対する課税がなされていたんですが、これが廃止されました。それを新たに環境を理由

に復活させるというオプションもございます。 

上流課税の場合には、一応、地方共同の税収配分機構があれば、地方共同税も実施可能でしょうと。現

状では譲与税になると思われます。 

こういった議論の中で、注目されるのは、神奈川県がちょうど昨年度の検討の結果としてまとめたもの

として、神奈川県地方税制等研究会というものの報告書が出ております。これを見ますと、いろいろと参

考にすべき内容もあるかと思います。 

その中でおもしろいのは、今、お話ししたような内容も盛り込まれているわけですが、法人事業税の活

用、どういうことかと言いますと、法人に対する不均一超過課税を導入する案というものも提言しており

ます。具体的に言いますと、外形標準部分に重課・軽課の仕組みを組み込むと。そして、何を軽課するか

というと、それは環境に対する取り組みをしたという、それはエネルギー効率性で見るのか、いろんなや

り方はあるかと思うのですが、こういう法人事業税を活用したやり方、それから、もう一つ上に戻ります

が、自動車税と自動車取得税のグリーン化・炭素税化を独自に図ると。これはここの税制調査会でも一度

議論したオプションではあるのですけれども、新たに環境税、化石燃料税という形で考えるのではなくて、

既存の自動車関連税、あるいは法人事業税をグリーン化するというオプションも、また神奈川県では考え

られていて、それはそれとして、我が税調としても議論すべきポイントだなと思います。 

以上が議論の素材としてまとめさせていただいた内容でございます。どうもありがとうございました。 

【小委員長】  ○○委員、大変ありがとうございました。 

それでは、審議に入る前に事務局から資料の説明をまずやっていただきたいと思います。それから議論

に移りたいと思います。 

では、事務局、お願いいたします。 

【税制調査担当副参事】  それでは、お手元の資料で若干説明をさせていただきます。Ａ４の横になっ

ております環境税の制度設計についてという資料をご覧いただきたいと思います。こちらは環境省が毎年

税制改正に向けて環境税の導入を提案しています。そのあたりの内容を左側にとりまして、環境省の案の

ほかに、先ほど、○○先生からお話がありました環境省の検討会で整理された内容も左側に入れています。
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私ども東京都税制調査会が昨年度の答申の段階でどういう整理をしていたかというところが真ん中でして、

右側には産業界がどういった見解に立っているかというものを整理したものでございます。 

１枚目は、環境税に関する大きな考え方を整理したものでございまして、環境省は、先ほど○○先生が

おっしゃっていた炭素税、ＣＯ２の排出量に応じて比例的に税をかけていこうと、炭素税という考え方を

出しています。 

東京都は、具体的な課税のあり方についてはこれからということなのですが、広くＣＯ２排出削減を目

的に、化石燃料に課する税という整理をしてきています。 

右側にいっていただいて、日本経団連は環境税の導入に反対をしておりまして、経済同友会は賛成とい

う立場をとっています。日本経団連が反対している理由を幾つかかいつまんで言いますと、真ん中は２１

年度税制改正に関する提言でございますが、新税を日本で入れてしまうと、エネルギー効率が相対的に低

い他国に生産が移転することによって、かえってＣＯ２は全世界的には増えてしまうのではないかとか、

日本の産業の競争力が下がってしまって、国内産業の空洞化が起きてしまうのではないかとか、そのよう

なことが言われています。 

ここに続いて鉄鋼連盟があるのですが、鉄鋼連盟は、ちょっと状況が古いのですが、最近のところでは

自主行動計画で十分対処していますといったスタンスですとか、環境税について効果であるとか、そうい

ったところが十分説明されていないのではないかといったようなスタンスに立っているようです。 

続いて、おめくりいただいて、裏側ですけれども、課税の対象なのですが、環境省は化石燃料というこ

とになっています。東京都は、化石燃料のほかに電気、ガスに課税するという案をとっています。 

環境省の方は基本的に上流の課税を考えていますので、電気、ガスについても、電気やガスをつくる段

階で、その原料として使っている化石燃料に課税しようと。東京都は、下流の課税ということを考えてお

りますので、電気、ガスになってきた段階で課税しようといったようなところが違ったところでございま

す。 

続いて導入の方法なのですが、環境省の案は、既存エネルギー関係税ですが、先ほど、上流、下流に税

がかかっていますというお話がありましたが、それとは別に炭素比例で新しい税を入れようという考え方

でございます。 

東京都の税制調査会は、そのあたりの具体的な設計は今後進めていくということで、既存エネルギー関

係諸税との整理が不可欠だといったところまで、昨年度は整理しているところでございます。 

その考え方として、将来的に、先ほどありました下流でかかっていない税があったり、かかっている税

があったりと、そういう油種間の負担の均衡の問題であるとか、先ほどの下流でかかっていないところに

課税をしていくという意味で、課税対象の拡大といったようなことを整理しています。 

続いて、３ページ目なのですが、課税のポイントという議論で、東京都税制調査会は基本的に下流とい

う考え方をとっております。環境省は原則として上流ということでございます。課税の主体としては、環

境省は国税、東京都税制調査会は全国ベースの地方税ということを言っています。 

その考え方としては、下流の課税にふさわしいのは地方税だといったことであるとか、環境施策におい

て、地方が果たしていく役割が大きくなるとか、これから分権等もあって、地方にも税は非常に必要だと

か、そのようなことを言っています。 

税負担の水準について、環境省は２，４００円です。ＣＯ２トン当たり６５５円という税負担水準を決

めています。東京都税制調査会は、今後の議論ということでございます。 

おめくりいただいて、４枚目なのですが、先ほどの環境税をかけていったときに、全体として増税にす

るのか否かというお話があったのですが、環境省は、昨年度は極力増税とならないように見合いの環境減
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税をしようといったような考え方を出しています。 

東京都税制調査会は、諸外国の例を参考にしながら、実情に即した改革と言いながら、ドイツの例とし

て、税だけではなくて社会保険料負担まで含めて税収を中立にした例を紹介しているというところでござ

います。 

税収の使途については、いずれも一般財源でして、排出量取引との関係については、いずれも、すべて

の部門を環境税の対象にしながら、排出量取引で実際に減らしてきた場合には調整の方策を考えようとい

ったスタンスでございます。 

続いて、既存税の暫定税率の位置づけなのですが、右側、東京都の税制調査会の方は、当面は自動車に

対する課税ということで現行の負担水準を維持するのですが、将来的には環境に根拠を求めて、環境税の

方に移行していくという考え方を出しています。 

環境省の検討会の中でも、暫定税率部分であるとか、暫定税率を含めた全体の税率水準について、炭素

含有量比例にするとか、炭素税にするとかといったような意見も出ていたようでございます。 

このあたりが制度設計についてのポイントでございます。 

続いて、環境関連税制に関する資料という、今度はＡ４の縦の方の一連のつづりについてですが、１枚

目は、我が国の既存エネルギー諸税の概要ということで、今、どんな税がかかっているかというところで

ございます。 

特徴としましては、そこに２倍、１．２倍、２．１倍とありますが、暫定税率が、今、かかっています

よというところが１点と、一番下の方にありますが、国税と地方税の割合は４対１ですが、国・地方の財

源配分としては３対１ということで、譲与税として仕組まれているものがそれなりに入っていますという

ことでございます。 

続いて、我が国の燃料別税率水準のグラフでございます。まず、最初の方は単位量当たりということで、

１枚おめくりいただいて、ＣＯ２排出量１トン当たりというのが次のグラフでして、ＣＯ２に比例といっ

たようなことを言っていくと、今はだいぶ比例には遠いような状況になっているということでございます。

黒い部分、石油石炭税は、すべての燃料に入っているのですが、上の方に載っている下流にかかっている

税が結構大きいので、なかなか比例というのには遠い状況になっている現状です。 

続いて、揮発油税と軽油引取税の免税の概要というのがございます。こちらは道路特定財源から一般財

源化されたのですが、今、課税されているのは、道路と関係している部分について課税がされていると。

例えば、揮発油税でいけば、石油化学製品をつくろうとか、ゴムの溶剤として使うとか、軽油引取税でい

けば、鉄道とか農林漁業用に使うとか、車を走らせる部分に関係ない場合は今のところ免税になっている

ということです。一般財源化されますので、このあたりのところも、今後、どのようにしていくのかとい

う議論があるということです。 

続いて、おめくりいただいて、２枚はガソリンと軽油の税負担の国際比較をしたものでございます。い

ずれも日本は、アメリカよりはちょっと高いのですが、ヨーロッパ諸国と比べれば、燃料にかかる税は高

いとは言えないと、むしろ安いという状況がわかると思います。 

おめくりいただいて、ＣＯ２排出量１トン当たりの燃料別税率水準の国際比較というグラフがございま

す。ここで黒く塗られているところに「環境税」と書いているのですが、この部分が諸外国で環境税制改

革として税負担を上げた部分でございます。大体、今ある現行税制の中で、どれぐらい環境税制改革で上

げたのかというのを見ていただくんですが、イギリスなどは結構半分ぐらい、環境税制改革で大幅に上げ

ているのですが、フィンランドやデンマークはぼちぼちといった状況でございます。 

もう一つ、先ほどの日本の例で炭素比例になっているかという話があったのですが、諸外国で環境税制
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改革したところでも、なかなか炭素比例というのは難しいことのようだという状況でございます。 

フィンランドとデンマークは、炭素比例で入れていますから、基本的には線がそろうのですが、燃料係

数というのがあって、ＣＯ２の出方を国によって考え方が違っていて、日本の係数で再計算してしまった

ので、ちょっとずれているのですけれども、平らだと思って見ていただければと思います。 

続いて、欧州諸国における地球温暖化対策に関連するエネルギー税制の概要なのですが、左からフィン

ランド、ノルウェー、スウェーデン、デンマークというのは、炭素に比例した形で税負担を求めていると

いう形の改革をしましたということです。右側のイギリスとドイツは、先ほど先生がおっしゃっていたよ

うに、今までかけていなかったところにかけながら、今までかかっていたところは税率を引き上げたとい

う改革がされています。 

それと、課税主体という欄が下から三つ目ぐらいにありますが、諸外国ではどうやら国税になっている

ようだということでございます。 

エネルギー関連税の税収、ＧＤＰ比でいったときに、日本はＯＥＣＤの平均までいっていないので、先

ほど個別の燃料で見たのですが、燃料課税全体としても水準は必ずしも高くはないのだなということです。 

そこから３枚が、諸外国における環境税の入れ方のモデルでございます。 

まず、フィンランドなのですが、フィンランドは、炭素比例相当分、炭素割と言うのですか、相変わら

ず、税の名前はそのままなのです。例えば、左側のガソリン・軽油・重油でいけば、液体燃料税という税

があって、炭素比例の部分を入れても液体燃料税なのですが、税の税率の一部に炭素比例の付加税を入れ

ているという仕組みでございます。 

続いて、デンマークの例なのですが、デンマークも同じく炭素比例ではあるのですが、デンマークの場

合には既存の税という形ではなくて、燃料横断的にＣＯ２税という形で新税を入れているということです。 

続いて、イギリスの例なのですが、イギリスは、そこにありますように、炭素含有量に比例する形では

なくて、ガソリン・軽油・重油とある炭化水素油税は従前のまま上げられるところまで上げていくと。石

炭・天然ガス・電気については、従前課税されていませんでしたので、ここには新しい税として入れまし

たと。その入れ方の中には炭素比例という考え方はなかったということでございます。 

続いて、次の１枚は、自動車に関する課税の国際比較でございます。燃料課税の部分とともに保有課税

とか取得課税とか、そういう車体課税も合わせて全体を示したものでございます。全体で見ると、これも

日本は余りかかっていないのだなという状況がございます。 

よく自動車工業会の方とかが、燃料課税はともかくとして、車体課税は高いのじゃないかというような

意見があるのですが、この表で見る限り、車体課税もそんなに高くもないのかなといったようなグラフで

ございます。 

ちょっと長くなりましたけれども、事務局からの資料の説明は以上でございます。 

【小委員長】  ありがとうございました。 

それでは審議に入ります。 

先ほどの○○委員のプレゼン、それから、ただ今の事務局からの資料説明について、ご質問、ご意見ご

ざいますでしょうか。ここは聞いておきたいということがありましたら。 

それでは、もし、特に個別的な質問がないということであれば、お手元に今日の論点についての資料が

あるかと思います。それに沿って議論を行っていきたいと思います。 

本日、ここに４点、論点を示させていただいております。まず、第一に、既存のエネルギー関係諸税と

の関係整理をどのように進めることが適当かということでございます。ただ今の説明、あるいはプレゼン

にもありましたとおり、既存のエネルギー税、例えばガソリンでありますとか、軽油でありますとか、そ



 10

こにかかっている税と、それから、新たに仮に炭素税を導入するとした場合に、関係をどうするかという

ことでございます。 

先ほどは既存の税を引き下げる場合、それから、逆に引き上げる場合とか、あるいは、また別に社会保

険料を下げるというふうな実例もあったかと思いますけれども、そこの関係について、いろいろと意見が

分かれるところかと思います。これについてご意見を、まずいただければと思います。いかがでしょうか。 

では、○○委員、何か。 

【委員】  すみません、議論を始める前に改めて確認しておきたいことがあるのですけれども、地方税

制のグリーン化ということを考える場合に、今日の○○委員のプレゼンの内容というのも、いわば法定税

として地方税で環境税あるいは炭素税を導入できるかという、一般論としての地方税としての議論と、東

京都が独自に地方環境税、グリーン化ということを考える、あるいは、炭素税を導入するということを、

独自課税で入れるという場合と、両方の論点があったかと思うのですけれども、そもそもの地方税制とし

てのグリーン化ということを論じる場合と、東京都としてどういう戦略でいくかという場合では、ちょっ

と議論の仕方が違ってくると思うのですが、これは前者というか、一般論として地方税制のグリーン化に

ついて論じるという理解でよろしいんでしょうか。 

【小委員長】  そうですね。要するに、いわゆる全国的な制度としての議論をするのか、東京都の独自

課税の話をするのかと、どっちかということですね。 

これは、少なくとも、まず最初は全国的な、あるいは、つまり一般論としての地方税制論の中で環境税

をどう考えるかという議論を、まず、ここで行いたいと思います。よろしいでしょうか。 

それでは、○○委員。 

【委員】  それと、もう一ついいですか。ついでに、議論の全然、僕、理解できないことがあるのです

けれども、ここで環境税とか、税制のグリーン化といったときに、どういうことを。要するに、環境税は

ここでいう単にＣＯ２を減らすための税金なのですか。それとも、いわゆる、僕らが公共経済でやるよう

な外部不経済をコントロールするようなピグー税的な考え方でやるのか。そうすると、必ずしもＣＯ２だ

けが外部不経済の原因にはならないので。むしろ、ＣＯ２だけに絞ってやるというのなら、それで議論し

てもいいのですけれども、僕の議論はＣＯ２だけに限ってやるのだったら、地方税でやるのはナンセンス

だと思っていますので。 

というのはなぜかというと、国際間でＣＯ２の削減ができないのは、各地域が独自に政策を決めている

からであって、それと同じ状況を国内でつくるというのは、僕はちょっと理解できないのが１点あります。

だから、ＣＯ２に限ってというのなら、それで議論されてもいいのですけれども。 

それとピグー税的な考え方でやると、公害なり外部不経済というのは地域ごとによって違っていますか

ら、限界的な費用というのは。当然地域ごとに対応するべき話なのですね。それは地方でやるというのは

非常に理解できるのですけれども、ＣＯ２だけに限って言うと、国際間で独自に政策を決めているからＣ

Ｏ２を、要するに地球全体の問題ですから、削減できないのであって、それと同じような状況を国の中で

地方が独自に決めるということをやる必要は、そもそもそういう制度設計はすべきではないとは思います。 

そこら辺、ちょっと、議論、混乱するといけないので、僕も広げたくないので、論点明示していただけ

ればいいと思います。 

【委員】  最終的には小委員長、あるいは会長の考えを述べていただけると思いますが、プレゼンをさ

せてもらった立場から言いますと、もちろん、環境税については、ピグー税といった場合に、外部不経済

の内部化といった場合には、本当にピグー税的な課税をできるかどうかという議論は置いておきまして、

今の○○先生の論点は、ＣＯ２以外にもいろいろな外部不経済の発生要因があって、ＣＯ２以外の外部不
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経済発生要因にも課税を総合的に考えるのか否かというご質問が、まず一つあったと思うのですね。 

それで言えば、もちろん、それ以外の課税についても議論の対象には入れていいと思うのですが、今日、

私がお話をしたのは、もう化石燃料にほぼ絞った話をしております。というのは、既にそれ以外の分野に

ついては、一定程度、例えば、産業廃棄物税とか、それから、水と森林に関しても森林環境税とか、それ

なりに地方でできるものは、ある程度入ってきているという側面がございます。ですので、さらに検討す

べき論点については、すべきではありますが、なお、非常に大きく残っていて、しかも、非常に広い課税

ベース等を持っていて、非常に今、喫緊の課題である温暖化に対して、どういうふうにして地方税として

考えられるかというところに、ほぼ議論を絞り込んだのですが、私自身は、そこで絞って議論をしてみて

はいいのではないかという観点から、今日、プレゼンをさせていただきました。 

そこで、２点目の、そもそも地方税として化石燃料課税を考えることに意味があるのかどうかというこ

となのですが、そこは世界的な問題、国際的な問題、グローバル、地球大の問題だから、地方が何かをや

ることについて全く無意味かというと、私は違うだろうと考えます。 

例えば、それで言いますと、アメリカで行われている様々な州の取り組み、また、全く無意味ではない

わけですけれども、現実にアメリカでは、東部１０州と、それから、まだ実現されていませんが、太平洋

側に面した西部州が独自に、あそこは税というのが、ほぼオプションから外れて、ポリティカルな理由で

外れておりますから、実際には排出量取引という形になるのですが、地方独自に排出量取引を組んでいる

わけです。あれもそういうことで言えば、どれほどの意味があるのかということにはなるのですが、いず

れにしてもそういう動きがあるというわけです。 

それがどういう結果をもたらしているかというと、確かに、それ自体として炭素排出を減らす効果とい

うことで見れば、アメリカ全体で見ても、それから、世界全体で見ても、かなり微々たるものになるかも

しれません。しかし、実はそこで導入したことが連邦で議論される際の非常に大きな推進力になったとい

うことがございます。そこで活かされたある種実験的な制度設計というのは、もう既に州の方で先行して

始まっているのですけれども、始まっていることが連邦レベルの政策に影響を与えているということがご

ざいます。 

したがって、○○先生の意見に半分同意いたしまして、確かに効果という点から見た場合に、地方でや

ることにどれだけの意味があるのか、世界で一斉にやらなければ無意味ではないかということは、もちろ

ん、そうなのですが、それであると、世界で一斉に導入しなければ、何も始まらないということにもまた

なってしまうわけで、ある種、ダイナミックに考えて、まず、やれるところから制度設計をやると。実際

に実現してみると。そして、ある種の社会実験をやって、その成果をよりナショナルなレベルに上げると

いうようなアプローチも、十分合理的に意味があるのではないかと思っておりますが、いかがでしょうか。 

【委員】  アメリカの例は税じゃないですよね。それが一つの点と、もう一つは、アメリカは州なので、

何て言うんでしょうか、僕は、単一国家の中の地方分権の議論を連邦政府とアナロジーで考えるというの

は、昔から割と抵抗を持っていまして、州の中でどういう地方が動いているかというのが、どちらかとい

うと、分権の議論かなと思います。 

アメリカの場合は、特に連邦国家の場合は、連邦体制をとっている故に、それ故の問題がたくさんある

ところなので。僕はこのポイントについては、余り勉強していないので、何も言えませんけれども、その

議論は認めるとして、海外との比較のときは、割と注意された方がいいかなとは思っております。 

【小委員長】  ○○委員。 

【委員】  今、制度設計の話に入っているのですけれども、環境税の問題が論議になってきたというこ

とは、現下の環境問題、地球温暖化、ＣＯ２の排出の問題が大きな要因になっておると思います。環境の
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問題は、それだけではないのですけれども、このＣＯ２の排出をどう抑制するかということは、そう簡単

なことではなくて、税の問題だけで解決できる問題ではないだろうと思います。 

 昨年の洞爺湖サミットでもいろいろ議論されまして、２０５０年までに世界全体のＣＯ２の排出量を５

０％削減するという目標を承認するということにしましたけれども、これをどうやって具体化するかとい

うことは、まだ何も議論されていないようでありますし、我が国自体もＣＯ２削減に向けて、我が国の経

済構造なり、技術開発なり、生活環境をどうやって進めていくかという具体的な政策が示されておらない

段階であります。 

そういう中で環境税を考えていくということは、若干、本末転倒的な観点がするわけですけれども、非

常に大きな問題であり、税だけで解決できない問題だということを十分認識した上で議論していく必要が

あるのではないかと思います。 

ただ、今、お話がありましたけれども、個々の小さな問題から積み上げていかなければ、全体がＣＯ２
の削減につながらないということは、わからないことはないわけですけれども、やはり、国家なりの具体

的なリーダーシップを持った政策の推進ということが、どうしてもこのＣＯ２排出の削減につながってく

ると思いますし、その中で税としてどう寄与していくかということが、これからの課題ではないかと私は

思っております。 

【小委員長】  ありがとうございました。 

ただ今、出されております意見は、ちょっと２番の論点の方にも関わっているのでございますけれども、

環境問題の中で特に地球温暖化の問題を取り上げる。確かに、グリーン化の議論をするときに、その議論

が当面の焦点になっておりますので、その問題を中心にここではまず議論を始めております。 

もちろん環境税と言った場合には、より広い論点になるわけでございますけれども、余り広げてもしよ

うがないということがありますので、ここでは、まず、温暖化の問題に焦点を絞って議論をしていきたい

と思います。 

その上で、確かに、税だけでは解決する問題ではないということは、当然でございますので、地球温暖

化対策としての施策の排出量取引との関係でありますとか、そういったことについても議論をしなければ

いけないと。 

それから、全国的な制度について議論をすると、先ほど申し上げました。しかも、先ほど出ております

ように、独自課税という議論になりますと、ここだけやってもしようがないじゃないかという意見が必ず

出てくるわけでございますので、地方税という議論をする場合には、先ほど、○○委員からお話がありま

したとおり、地方共同税、あるいは国との共有税という仕組みが可能なのかどうかということも、また議

論になってくるのかと思います。そうなってきますと、話は独自課税という問題ではなくて、全国制度の

問題になってきますので、それはより広い視野に立った議論になるかと思われます。 

それから、もう一つ、先ほど申し上げました第１の論点にちょっと戻らせていただきたいのですけれど

も、既存のエネルギー関係税との関係をどういうふうに整理していったらいいかということについて、何

かご意見ございましたら、お願いいたしたいと思います。 

○○委員、どうぞ。 

【委員】  私は専門が行政学なもので、こういう税制とか経済学とか税法とか、全然わからないのです

が、せっかく論点１として事務局がご提案されているので、それについてお伺いします。関係諸税との関

係整理をどのように進めるのかという場合、一体何との関係があるのかというのが、よくわからないので

す。既存のエネルギー税は、それはそれなりの理由があって課税されているわけで、しかし、環境税とい

うのは新しい理由なのでしょうか、そういう場合、一体何の関係を論じたいのかということです。ちょっ
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と、私、わからないんですが、一つは、税収中立かどうかという金額の問題で増やすのか、増やしたくな

いのかという話というのがありますが、それは関係なのかということです。税収の増減・現状維持という

関係ならば、エネルギー関係諸税だけではなくて、公租公課全体を含めてもいいですし、もっと言えば、

ごみの有料化とかも全部、環境関係の負担なので、一体、まず金目の調整ということ、要は国民負担率と

いうことの関係調整が一つなのかなというのが一つです。 

 二つ目は、エネルギー関係諸税ということは、エネルギーという同じ対象に対して、理由は違うけれど

も、いろいろな理屈で、あれもこれもというふうに、要は多重債務状態で、あれもこれも取るというのは

エネルギーさんにとってはかわいそうであると、不公正であると。でも、理由が違うのだから理由が違う

としか言いようがないので、理由が違うものが、どういう関係があるのかということです。二重課税論は、

あると思いますけれども。 

 一体、そういうエネルギーさんなる既に負担を負っていてかわいそうな存在に、何で、さらに、もっと

かわいそうなことをやるのか。しかし、こいつがＣＯ２を排出するという悪いやつだから、さらに取ろう

というのが話なわけであります。今までは、別にＣＯ２を排出するから税金を取っていたわけでは全然な

い。今まで、そもそも課税していなかった方が甘かったのであって、取って当たり前だというか、過去の

部分も取ったって構わないというくらいの話かもしれない。一体、何で、このエネルギー関係諸税という

のが関係として出てくるのかというのがちょっと２点目なのですけど。 

 それは、端的に言えば、業界の反対ということですか。政治学的には、非常にわかりやすいです。いず

れも、この二つの論点は結局、政治学的な問題では非常にわかりやすい。要は、国民全体として払いたく

ないという話と、それから、特定業界や利用者としてうちは払いたくないという話です。そういう論点と

理解してよろしいのでしょうか。 

【税制調査担当副参事】  今、既に、エネルギーさんとおっしゃっていましたが、エネルギーさんにか

かっているところに、もう一回かけるのかというお話があったのですが、そこは一つ、関係整理の中で出

てきます。一つ、状況として、道路特定財源を一般財源化されているという状況がございまして、今まで

は道路のためにと言ってきたのですが、今度は一般財源化されます。新しい暫定税率の根拠も含めて抜本

改革と言っている中で、どういう根拠で取っていくのかという議論が一つあると思うのです。もう一般財

源化されましたけれども、そこの課税の根拠をどうするのか、そのときに環境税と言っている環境と言っ

ている根拠で置き換えていくのか、あるいは道路等社会資本の整備というところに新しくまた上に乗せて

いくのか等々、一つ、一般財源化でエネルギー関係税の根拠が変わってくるのかなと。そのときに、環境

ということとの間で、どういった整理をすればいいのかなというところが事務局としての思いでございま

す。ということで、よろしいでしょうか。 

【委員】 ということは、一般財源化して理屈がなくなってしまったから、まあ何か理屈をつけて、とり

あえず取り続けようと。これは、シャットシュナイダー流に言えば、バイアスの動員ですよね。土建国家

時代は道路建設という土建を理由にして取りやすかったけれども、環境と称するようなバイアスが増えれ

ば、環境を理屈にすれば取りやすいというような話というのは非常にわかりやすいとは思います。税制と

いうのは基本的に人間の汚いバイアスを使う仕組みですから、わからないではないわけです。けれども、

既に一般財源化して、それはそれで取るということになった。何で取るのかという理由はないけど、とに

かく取りたいから取るということになった。そのまま一般財源化できないのであれば、環境税だというバ

イアスを動員するのは政治的に意味があったと思いますけれども、既に、もう取っているのだから、それ

はそれで放っておけばよいのではないか。そこには関係が発生しないのではないかという感じを受けるの

ですが、そこは、やはり、税の世界では、そういう感じではないのですか。 
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【税制調査担当副参事】  実は、暫定税率の部分。今般の税制改正の整理の中で、当面、暫定税率につ

いて、税制の抜本改革がそろそろ来るということになっているのですが、その中で、改めて暫定税率を維

持するのか、しないのか、その根拠づけをどうするのかという問題を、そこに送っているという状況があ

るのです、実は。環境に関する影響もこれあり、道路の整備等の理由もこれあり、また国と地方を通じた

財源、財政状況が厳しいということもこれありで、ひとまず暫定税率は維持しているのですが、早晩来る

であろう抜本改革のときに暫定税率のあり方を含めて根拠を整理しましょうという状況に今、税制の世界

ではなっているということです。 

【委員】  ちょっと長くなって申し訳ないのですが、早い話、いろいろな税金というのは、それなりに

理屈があって、法人税にしろ所得税にしろ、何か理屈はいろいろあるわけですよね。ガソリンに何で取る

のかとか、そういう話になってくるのですが、基本的には総合的に理由を判定する以外ないわけです。特

定のＣＯ２だけ明確な理由をつけて課税をするという発想自体が、何か非常に脆弱な印象を受けるのです。

そもそも、諸々のいろいろな要因があって、総合的に評価してこの税目というのになって、それは一体何

なのかと言われたら政治のごり押しだとなるかもしれませんが、そのときの一つの論拠でＣＯ２なるもの

とかが出てくるのはわかりますけれども、何か、それだけにそんなにこだわる必要はないのではないかな

と。すべての税制がグリーン化といいますか、環境にいい税制の方が悪くはないでしょう。それはそう思

うのですけれども、何で、そんなに炭素税とか、こだわりが出るのかなというのがちょっとよくわからな

いのです。余り長くなって、申し訳ありません。 

【小委員長】  関係整理につきましては、関係整理が必要ないという考え方も当然、結論の一つではあ

り得るわけでございまして、炭素税をかける、あとは別に今のままでいいじゃないかと、考え方は当然あ

るわけでございます。 

 ただ、それに対して、これは先ほどの○○委員のプレゼンにもあった話でございますので、もう一度、

後でご発言いただければと思いますけれども、税収中立という議論が入ってきたときに、税収中立を議論

する場合には二つあって、エネルギー税の枠内で減税をすると。つまり、今もかかり過ぎているやつを減

らしてエネルギー税としての税収中立にするのだという考え方が一つと。いや、そうではなくて、その枠

を外して、すべての租税もしくは社会保険料も含めた、いわゆる公的な負担の中で税収中立にするのだと

いう、もうちょっと広い税収中立があると。そういう意味での関係整理といいますか、税収の調整をする

ということの考え方もございます。 

 そういうことについて、先ほどもお話がございましたので、もうちょっと、どういう選択肢があるか、

○○委員、もう一度、これは、先ほどもありましたが、ご説明いただければと思います。 

【委員】  そうですね。そういう意味で、○○先生が整理された国民負担率の話なのか、あるいはエネ

ルギーに対する多重課税が問題なのかという点は、まさにご指摘のとおりなのです。ですから、国民負担

率を上げてもいいということで、既存の税を整理しないということになりますけれども、その上に新たに

世の中で温暖化問題というものに対処する必要が出てきたので、新規課税で、既存の税を整理せず、上乗

せで課税する必要があるということが、全く整理しないまま上乗せをするというオプションだと思うので

す。その場合には、ここは論点としては特に議論しなくてもいいということになりますが、○○先生が整

理されたように、全体として増税しないということが、国民負担率をこれ以上増やさないことが一つのい

い方向なのだということになった場合には、何らかの形で税収中立という形で枠をかけますと、エネルギ

ー課税の枠内で整理するのか、あるいは、その他の税との相殺ということを考えるのか。 

 例えば、ドイツでは、紹介もされていますように、炭素税を入れながら他方で社会保険料の引き下げを

やったと。増減税同額なので、税収中立だったと。それが、なぜ社会保険料の相殺だったのかということ
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は置くにしまして、そういうことを実際にやって、イギリスもそれをやったということです。既存エネル

ギー税との相殺ということになりますと、いろいろとご紹介いただいたように、既存のエネルギー課税ベ

ースを使って新税としての炭素税を入れながら他方で既存エネルギー課税の引き下げをやる、あるいは既

に既存エネルギー税が入っているのだから、その課税ベースを炭素含有量に切りかえるのか、そうするこ

とによってトータルの負担を増やさないようにするということが考えられると思います。 

 その背後には、もちろん根拠論というものがありまして、そこは先ほど○○先生と○○さんの間で議論

がされたとおりなのですけれども、より直近には、やはり○○さんが指摘されたように道路特定財源の一

般財源化というのが確かにございまして、特に暫定税率部分が今、一つの問題になっています。道路をこ

れ以上つくり続けるのかどうかということが一つ問題にあって、それとの見合いで今まで負担水準が議論

されてきた、特に、暫定税率はそうですよね。ですから、この根拠がなくなったときに、それを維持し続

けるかどうかというのは我々の選択だと思うのです。 

 もう少しポリティカルな話をしますと、民主党が特に暫定税率部分の撤廃というのを公約に掲げている

こともありまして、こういった議論が、これから選挙の情勢によっても、場合によっては出てくるという

ことになります。 

 そういった場合に、そういった暫定税率を撤廃した上で、民主党なんかの考え方は、新たに別途、炭素

税を上流で導入するのだというのが例えば彼らの考え方なのですけれども。そういったいろいろなオプシ

ョンが考えられる中で、今までは余り既存エネルギー税をどうさわるかということは議論にならなかった

というのが正直なところなのです。 

 というのは、自民党の先生方で道路族の人なんかは非常に強固な力を持っていらっしゃって、とても、

そこはさわれない。環境省も、長らく炭素税の議論をしてきたけれども、なかなか既存税をさわるという

ことはオプションに入ってこなかった、そういう理由も実はございまして。だから、既存のエネルギー税

をさわらず上に乗せるというようなことを考えてきたのです。しかし、今は非常に状況が変わってきまし

て、ある意味で化石燃料の既存エネルギー税をさわるということを踏まえて、いろいろなオプションが考

えられる時期ではないかと。新税も一つだし、それから既存のエネルギー税をリフォームしながら炭素税

化を図るということも一つのオプションだしという意味で、いろいろなことが考えられますよという中で

論点の最初の点が出てきたのだと思います。 

【小委員長】  今、いろいろと整理していただきましたけれども、この点につきまして、ご意見がござ

いましたら。○○委員。 

【委員】  もう地方税の話はしませんけれども、さっきの議論ですけれども、要するに、ＣＯ２をコン

トロールするためにエネルギー諸税の税率を変えようという議論を行っているということは、これは確認

でいいですよね。要するに、縦長の資料の２ページ目にガソリン、軽油、重油、石炭、天然ガス、電気と

ありますけれども、これらにこれだけの税がかかっていると。この税率を変えると国内のＣＯ２排出量が

変わるだろうと、そういう税率で、税率を上げると排出量が減るだろうという前提で我々は議論している

わけです。 

 ということであるならば、既存の税がどういうふうに取られようとも、現行の税率をこれだけ変えれば

ＣＯ２がこれだけ減りますということがわかっているのであれば、例えば、１００円税金を取るのが、そ

の部分部分がどういう取られ方をしていようともＣＯ２に与える効果は変わらないのであるから、諸関係

税との関係整理は別にやる必要はないのかなと。 

 もう一つあって、あと税収中立の話もありますけれども、ＣＯ２の削減をどうするかということである

のならば、まず税収中立は関係ないと。 
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 それと、経済学的な話になりますけれども、要するに、税率の限界的な条件で意思決定が決まっている

のであれば、税収を返して手元にしていても、別にＣＯ２は変わりませんから、ＣＯ２の削減が目的であ

るのならば、別に、その議論も必要ないなと。 

 ただ、多分、この裏には地方側も税源が欲しいというのが当然あると思うのです。だから、それをどう

考えるかであって、その前提が変わるに従って税収中立にするか、地方がその分を分捕るかという議論を

すればいいのであって。ただ、それはＣＯ２の排出の量とは関係ない議論なので。要するに、ＣＯ２の削

減だけを税制改革に関連づけるのであれば、余りレレバントな議論ではないかなと思います。ただ、地方

側が、独自にやろうが全国的にやろうが、どっちでもいいのです、どっちでもよくないのですけれども、

全国的にやるとしても、自分のところの財源が欲しいと、その財源のロジックの一つとして、グリーン化

という言葉を使うのであれば、それはそれで、そのような運動をやられればいいのかなとは思いますけれ

ども。 

 余り１番の論点というのはそんなに、税務の話は別になると思いますけれども、税務を考えると、また

付加税というようなことが出てくるとは思うのですけれども、原理原則上では僕は余り重要ではないかな

と思いました。 

【会長】  今までのご理論、いろいろ聞かせていただいていまして、どちらかというと私は受けて立つ

側でお話をしなくてはいけないのかと思いますけれども。この都税調の役割というのは、環境と分権とい

うことが知事の諮問の文言の中で、窓として、やはり環境に配慮した税のあり方というのは、どういうこ

とが考えられるのだろうかということと、それから分権ということがあったと思うのです。○○委員から

すると、分権というのも納得いかない、環境というのも納得いかないというと、諮問そのものについて論

点になり得ないという、考えるに値しないというようなことになってしまうかと思うのですけれども。そ

れはそれで、もし、そうだとすると、理論的に、経済論的に考えたときに、環境という切り口と分権とい

う切り口をどういうふうに考えると望ましい地方税体系になるのかということで、ご意見をいただけたら

なと思っています。 

 それから、あと、もう一つは、都税調ができることは、現実の国の税制、あるいは国の法律のもとで動

かせる政策手段というのは限られているのではないかと。その辺も考えておかないと、国の法律、地方税

というのも国の法律ですので、地方税制を考えるといって地方税法を変えられるかというと、都が言って

も、それは変えられないという制約条件があるわけで、そうすると、今の法律の体系のもとで東京都がで

きることはどういうことがあるのかと、できる範囲内でやることは何なのかということが、一つ、お考え

いただきたいと。 

 もう一つは、そうは言っても、制約条件を変えることも非常に重要なコンスティチューショナルな段階

での議論として、よく立憲、政治経済学というのでしょうか、あるいは制度経済学なのでしょうか、そう

いうと、制約条件そのものを変えるということであれば、都としては、現実の地方税を含めた望ましい税

制を都として追求するときに、国あるいは同じ地方政府レベルでの共同という形でいって何らかの働きか

けをしなければならないとすれば、それについては、どういう方向が示唆できるのだろうかということも

お考えいただけたらなと思います。 

 それから、あと、もう一つ。今、グリーン化のことだけ限って議論をしていただいていますけれども、

これは、よくローカルオプティマムの話になってしまわないかというのは、今、グローバル化の時代の中

で、前回の小委員会でもご議論があったと思うのですけれども、重要なのは、現下の経済情勢の中で、増

税というのは、やはり政治的な意味でもフィージビリティーの点でもパブリックアクセプタンスというこ

とからしても、あるいは納税者のご納得ということでもなかなか難しいとすると、レベニュー・ニュート
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ラルの中で環境と分権とを考えていく。それから、また東京都の経済的な活力を上げていくような、都の

関係者の企業や、納税者だけではなくて法人も含めた、そうした観点で考えたときに、どうなのだろうか

と。とりわけ、私個人の考えは、やはり地方消費税というのは結構重要になってくるのだろうと、中・長

期的には。その間に、今、できることは、不況に対する手当てを、ある程度、考えていかなくてはいけな

いとすると、国の動きの中で、どういうことが考えられるのかと。例えば、一つ、レベニュー・ニュート

ラルの形でいくと、何らかの新たな地方環境税に近いものを入れて法人事業税を下げるような、下げ方も

いろいろあるかと思うのですけれども、神奈川県のお考えのようなこともあるのかもしれませんが、そう

いうオプションも考えていただけたらなと思っています。具体的な中身については、また、これから一般

論から少しずつ詰めていく必要があるのではないかと思います。 

 あと、もう一つ、○○委員にもご理解いただきたいのは、ピグー税的な考え方で、環境税というのは、

まさにそうなのですけれども、一つの理解として、どちらが動くかということもあるかと思うのですけれ

ども、できるところからやるという話もあると思うのですけれども、補完性原則的な形でいくと、ＥＵで

も、それぞれの国がＥＵという連邦に近いものの動きの中で動くことと同時に、それぞれの国の実情に合

った税を模索していると。そうすると、それは国か連邦かということで言うと、東京都が動くことで、あ

る意味、デンマークに当たるような働きかけをしてＥＵとしての日本に相当するようなものが動く可能性

もあるとすれば、では、東京都は、確かに、マスグレイブ流の考え方で言えば、これはもう世界政府がや

るべきだという話になってしまうわけですけれども、あるいは国がやるべきだという話になるのですけれ

ども、そうではないのではないかと。補完性原則的な形でいくと、まず、東京都ができることは何なのか

と。それは、もちろん税収は上げたいと。そして、税収を東京都の活力につなげたいというようなことで

考えた場合の可能性としても、私は、環境関連について、これは納税者の納得ということで言うと、ほか

の税目よりも今の人々のご理解をいただけるのではないかと。そういう点でのレベニュー・ニュートラル

の中で望ましい方向を模索できないかと、こういうことを先生方のお知恵を借りたいと思っています。 

 以上です。 

【小委員長】  ○○委員。 

【委員】  私、初回、欠席いたしまして、行政法を専門にしております。大学では税法も一応教えてお

りますが、よろしくお願いいたします。 

 今、会長のお話を伺って、諮問との関係で、やるべきことということがかなり明確になったかと思いま

す。今、ちょうど、私も知事会の方で地球温暖化問題に対処する知事会の研究会というのに入っておるの

ですが、当初、地球環境問題に、地方が一つ一つに対処するということに、果たして、どれほどの意味が

あるのかという感覚を多少持ちながら参加はいたしましたが、今、何をやっているかと言いますと、結局、

温暖化で気候変動とか、あるいは災害とか、いろいろな、本当に各所でさまざまな症状が出ておりまして、

それぞれに対して自治体が現実に取り組むということが必要となっているということでして、それぞれの

自治体が、まさに地球温暖化問題に対して、どう対処しなければいけないかということを今、やっている

のです。その中で、今回、東京は、災害などをひき起こす気候変動に対して、都として取り組むための財

源になるかもしれませんが、何かしら、それに対して取り組めないかというのが諮問の中身ではないかと

思いまして。 

 そもそもＣＯ２の問題というのはグローバルな話で、一国だけやっても意味がないのではないか、みん

なが取り組まなければだめではないかと。それが、ＥＵの中の国、あるいはアメリカで言えば州、さらに

州の中のコミュニティー、日本で言えば日本国、それから都道府県と。それを一つ一つ言い出してしまい

ますと結局、始まらないという話になるので、これは、やれるところから取り組むと、今の補完性の原理
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の話もございましたけれども、そういう必要性というのは当然、生じてくると思っております。 

 ずっと以前に、私は神奈川県で同じ環境税の研究会を、はるか前にやったことがあって、そのときにも

神奈川県でやってどうなるのかと、○○委員がおっしゃるような話も出たのですが……。 

【委員】  神奈川のことは、私は一言も言っておりません。 

【委員】  神奈川県のことをおっしゃっているとは申しませんが、要するに、そういう感想をもった覚

えがありますが、神奈川県といってもＧＤＰで言うとスウェーデン並みなので、そこで一国並みに神奈川

県としてやるということに意味があるのだと、そのときに、そういう議論を神奈川県はしていました。 

 東京都がすべきことというのは、いろいろな可能性はあると思いますけれども、一つは、先ほどの最初

の○○委員で、全体の地方税としてのあるべき姿を東京都の税調というのが示していくというのが一つあ

ると思います。ただ、多分、知事の諮問の中身というのは、それだけではなくて、むしろ、東京都の税と

して本当に何をすべきかという、そこを、聞いているのではないかと思いますので、前段は、勿論言って

もよいと思うのですけれども、というよりも、多分、それを言わないとなかなか解決できない、○○委員

のお話にもございましたけれども、やはり国レベル、あるいは地方共同レベルという話がやはり出てくる

のだと思いますが、そうであっても、今、東京都の取れる施策として何があるかということを、我々は一

生懸命、探らなければいけないのかなと。そこで、先ほどから関連の話もございますが、今、既存のもの

を並べ立てつつ、何ができるかということを探っていくということが必要になると思って聞いておりまし

た。 

【小委員長】  ○○委員。 

【委員】  諮問のときにも初回にもいなかったので、レベニュー・ニュートラルが諮問の前提であるな

らば、それを前提にするしかないです。大体、そもそもレベニュー・ニュートラルにすべきかどうかとい

うのは非常に大きな論点なので、ここでは結論がつかないですよね。レベニュー・ニュートラルを前提に

議論するのであれば、それはそれで一つのやり方なのではないかなと思うのですが。 

 ただ、高齢者福祉関係の介護保険料の導入とか、それから環境関係の負担、例えば、ごみの有料化とか、

それから産廃税とかは、いわばレベニュー・ニュートラルと無関係に別個のロジックを入れるという仕方

ですよね。だから、ある意味で、レベニュー・ニュートラルの枠を逃れるための政治的知恵、あるいはバ

イアスと言ってもいいのですが、であるわけです。ということは、レベニュー・ニュートラルに、環境税

という切り札を使うのは余りにもったいないと思うわけであります。そういう意味では、あえてレベニュ

ー・ニュートラルでやるのであれば、要は、全体は変わらないからちょっとでこぼこで、今ある歪みを直

しましょうという話で済むわけですよね。 

 今のものはＣＯ２に甘過ぎるというような話には多少は言えると思いますけれども、もし、全体として、

こういうのでＣＯ２にはなかなかの問題がある、あるいは、ほかの産廃とかごみとかに問題があるという

のであれば、それはやはり別個のロジックでやった方がいいのではないかなと。つまり、グリーン化で議

論する以上、レベニュー・ニュートラルという、ある意味で挟雑物は、議論の対象外なのではないかなと

思うのです。 

 環境課税は、福祉国家をつくったときの社会保険負担のような大きなものを構想していくのであれば、

税制全体のグリーン化ですね。要は、福祉国家に対する社会保険料に対応するような、環境国家と言うべ

きか、そういうものに対する何らかのトータルなものを使うときには意味があると思います。が、当面、

これは、いわゆる財政危機時の雑税ですよね。犬税とか、それと大差ないようなものにしかどうせならな

いわけで、そういうものにこういう大きなアイデアを使うのは非常にもったいないなという印象がありま

す。個別に、レジ袋に必要だよねとか、何か環境分野でいろいろ雑税ができて、そのうちぐじゃぐじゃ出
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てくると、これは整理しなければいけないというのは、税の別のロジックで出てきますよね。それで、そ

のときに大きな、レベニュー・ニュートラルでない理屈にも使えるような形でやるのがよいのではないか

なと。と思うと、今回は余り大きなことを言わずに、ニュートラルかどうかはわからないけれども、ＣＯ

２に甘過ぎるから取れるところから取りましょうという程度のものにする方が、より現実的なのではない

かなと思うのですが。 

【委員】  今、レベニュー・ニュートラルの話がありましたけれども、環境税を課税するということは、

要するに、ＣＯ２を環境税の課税によって幾らかでも下げようという趣旨だろうと思うのですけれども、

そうした場合に、他の税目でそれを補てんしてしまったら、ＣＯ２を削減する効果というのが本当に起こ

るのだろうかという疑問を持っているのです。そういう意味で、先ほどの説明の中で、ドイツでは社会保

険料か何かで補てんしたという話がありましたけれども、実際に、それをやったことによってＣＯ２の削

減効果がどうであったかというデータはあるのですか。 

【委員】  それは、もうモデルを使った形で、削減効果が出るという計算は出ています。 

【委員】  社会保険料を補てんしても、ＣＯ２の削減効果は出ていると。 

【委員】  そうです。なぜならば、事前と事後の負担構造が全然違うからです。つまり、労働集約企業

は負担が減り、炭素集約企業の負担がかなり増加することになります。ですから、典型的なのは鉄鋼業で

すけれども、極めて雇用者数がそんなに多くないですよね。ですから、彼らは相当な増税になりますが、

余り炭素を出さないけれども労働集約産業の場合には、逆に返ってくるものの方が大きいわけです。逆に

プラスになるという形で、相当、税収中立のもとで得をする人と損をする人がぴっと分かれるわけです。

その中で、企業の行動が低炭素型に動くインセンティブが与えられるということになるのです。 

【委員】  先ほど、本日の議論は一般的な地方税制についての議論だけど、そうでない、東京都として、

どういう戦略を考えるかという視点もあってもいいのではないかと、今、○○委員からお話がございまし

たけれども、恐らく、東京都として、どういうふうにこういった炭素税あるいはグリーン化を考えるかと

いう視点を入れようとして、東京都だけが独自の対応をすれば、必ず資源配分は歪みますし、むしろ、歪

むことで燃料の消費を抑えることになるわけですから、むしろ、歪まないと、環境に対する効果は起きな

いわけです。そう考えると、これは歪みが発生するのは当然だけれども、逆に、歪まないことには効果が

出ないということになってしまって、その中で、当然、歪まなくてはいけない、だけど、余りに歪み過ぎ

てもいけないという、その落としどころをどうするかということが、恐らく、税率の設定であるとか課税

ベースをどうするかというようなことで決まってくるのではないかと思ったということです。 

 あと、もう一つ、先ほど税収中立ということが会長からもお話がございましたけど、私は、これを税収

中立でいっていいのかというのは、実は、ちょっと疑問を持っているところがありまして、一つは、やは

りＥＵ諸国と比べて、日本の場合には、これだけ公共部門が累積債務を抱えている中で、確かに景気の問

題はあるかもしれませんが、むしろ、これだけ環境に配慮した形の税を入れて、もう少し増税をしてもい

いのではないかというのが私の考えで。ただ、そこで取った税をどう使っていくかというところが、むし

ろ今後の東京都なり、あるいは政府の対応として求められていくことで、それを環境に配慮した形のさま

ざまな施策に活かしていくということで環境戦略ということを打ち出す方法もあると思いますし、先ほど

○○委員からちょっとお話がありましたけど、福祉というようなことで、環境に配慮した税で上がった税

収で福祉ということも充実していくということを積極的に打ち出していくやり方も、あり得るのではない

かと思っています。 

 そう考えると、なかなか、これは地方税としては全国的に入れないと、特定の地域だけでは歪みが生じ

てしまう。だけど、全国的な制度をなかなかこの場で考えることが難しいとすれば、むしろ、歪みの度合
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いというのはどういうふうに考えるかというようなところで落とし込み方というのを考えるというのが現

実的な対応なのかなと思ったということです。 

 あと、実際に、どのぐらいの税率を掛けた場合に、具体的に、それぞれの負担がどのぐらい生じるのか

ということを、何か、専門委員会も立ち上げるということなので、試算などもしながら議論していただけ

るといいのかなというふうに思いました。 

【小委員長】  ○○委員、どうぞ。 

【委員】  地方が広義の意味での環境税をかけてはだめだと僕は一言も言っていなくて、ＣＯ２という

素材を持ってくること自体がロジカルにおかしいというのを言っているだけであって。要するに、地域ご

とに環境問題は違いますから、だから、先ほども何回も補完性原理とか云々という言葉が出ていますけれ

ども、そういう言葉を使うのであるならば、地域特有の環境問題をロジックに使って都内の環境税制を組

み上げた方が僕はいいと思います。これだけです。 

【小委員長】  ○○委員。 

【委員】  私は全く学者ではありませんで、実務家ですから、そういう立場でお話ししますけれども。

租税というのは取りやすいところから取るんですよ。それが本質なのです。それは、国であろうと地方で

あろうと全く同じだろうと思います。我々実務家も、そういう取りやすいところから取れるような税を取

りやすくお手伝いしているという話にしかならないのですが。そのときに、取りやすいところから取れる

というのは、払う側のタックス・ペイヤーに対して理屈をつけなくてはいけない。納得させる理論を、と

りあえず出さなくてはいけないというのが原則であります。ＣＯ２の話というのは、既存エネルギーに税

金をかけているわけですが、これは、今、言ったように、取りやすい時期に取りやすい理屈でかけたわけ

です。これが、例えば揮発油税にすると、キロリットル当たり２万４，０００円というのが倍の４万８，

０００円にしても納得をさせられたという時代は、やはり日本中を高速道路で結んで地方まで経済発展を

させて均一化しようと、こういうことを、国是としましょうか、それに納得した官僚もいるし国民もいて

やってきたことなのです。 

 ところが、そんなことは、そういう理屈は今、通らなくなってしまった。特に一般財源になって通らな

くなったから、これは矛盾というか破綻なのです。そうすると、この４万８，０００円という税は取れな

いという理屈、もっと取りやすくしなくてはいけないという理屈がやはり必要になっている。それが、今、

いや、これではいけないから、環境税ではないかと、ＣＯ２の問題ではないか、化石燃料の話ではないか

と、こういう話になっているわけでして、それは、取る必要から言えば、そういう論理をきちんとさせる

必要が出てきていると理解したいなと思っているのです。 

 そのことをどうするかということと、それは、しかし、○○先生がおっしゃるように、こんな狭いとこ

ろでＣＯ２をやったって、外からどんどん空気は飛んでくるのですから、こんなものはできないわけです

けれども。それはグローバルに考えなくてはいけないわけだけれども、しかし、とりあえず私どもが考え

られるのは、日本の国であり東京都であるということから考えると、今までの既存のエネルギーの理屈、

矛盾をどうやって解決するかということは、やはり今、考えなくてはいけないことだろうなと思っていま

す。 

 ○○先生がおっしゃるように、ＣＯ２、化石燃料の話だけで環境税というのは、私も、そうではないと

思っているのです。東京の戦略的な話ということからすると、前の委員会で私は申し上げたのだけど、水

と緑なのです、東京は絶対に。中国からは変な空気が飛んでくる、黄砂も飛んでくるのでしょうけれども、

水は飛んでこないですよね。東京都の都民が夕べ降った雨を飲んでいるということも、ほとんどないので

す。これから戦略物資に世界的に水はなるわけです。南半球から氷山を引っ張ってきて北半球で使おうか
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という話があるぐらい、水は戦略物資なのです。東京の環境で一番守らなくてはいけないのは、やはり東

京都としては、そのことを将来的にどうするかということだと私は思っているのですが、それは、今日は

余り申し上げる機会ではないと思いますが、化石燃料の話は少なくとも水の話よりはもっと狭いスパンで

考えなくてはいけない。 

 化石燃料がこんなふうに話になっているのは、これから３０年ぐらいの間ですよ。これから３０年ぐら

いたったら、この話は過去の話になると思うのです。もう、エネルギーの存在がどう変わっていくかとい

うのは、がらっと変わってくるわけですから。化石燃料だって、資源は枯渇するわけですし、代替の方策

を考えなくてはいけないことになっているわけですから。しかし、今、この３０年ぐらいのことをやはり

考えるとすれば、取る側としても払う側としても、やはり環境はどうしようとか化石燃料の問題をどうし

ようかということは、一番、論議としては、いい悪いは別として、しようがない、議論になるのは。 

 そのために、今日のような話があって、既存のエネルギーを対象として税を取った理屈から別な理屈で

やりましょうと、はっきりと取る側の論理と、それに納得する納税者側の論理というのをきちんと考えて

いく必要があるということだろうと私は思っております。その場合に、税収の中立というのは、これは取

りやすい考え方ですよね、増やさないのですから。しかし、全体では、増やさなくてはやっていけないと

いうときに、とりあえず耳ざわりのいい税収中立というような考え方でやるのは一つのテクニックだと思

いますから、そのことには反対しませんが、環境税を取って他の税の何を減らすか、あるいは環境税と言

われている化石燃料の中で税収の中立を図るのかということであります。さっき、ちょっと○○先生から

法人税を下げるという話が出ていましたけれども……。 

【会長】  いや、例えばですよ。 

【委員】  いや、例えとしても、適切であるというデータを一つお示しいただいて、お聞きしないと、

私は、取る側と取られる側の間にあった実務家としては、そう簡単に、ああ、そうですか、では法人税は

安くなるのですかというふうにはいかないわけであります。そこのところは、もう少し、中立という話は

納得するとしても、具体的にどうするかということを議論しなくてはいけないなと、こう思っています。

とりあえずは、それは税収の中立でいかなくてはしようがないだろうと、トータルとしては。 

【小委員長】  では、○○専門委員。 

【専門委員】  すみません、幾つか意見を述べさせていただきたいのですけれども。一つは、他のエネ

ルギー関連税制との調整等の話ですけれども、単純に炭素税を上乗せするというやり方だけではなくて、

化石燃料間のＣＯ２当たりの課税額というのを調整することによって、さらに効率的にＣＯ２の削減がで

きると経済学の世界では言われていまして、その点から、どうしても既存の税制をもとにしておいて一律

になるようにするべきなのかとか、あるいは炭素税、ＣＯ２、いずれも税率を増やしたら、ほかを減らす

べきなのかとかといった議論が効率性の視点から必要になってくるということがあります。 

 私自身は、実は、以前に東京のディーゼル粉塵の削減ということに関して、税金との関係についてシミ

ュレーションをした研究がありまして、当時は、環境税と私は論文で書いて、外部性として評価したのは

ＮＯｘとＰＭだけでＣＯ２は全く無視したのですけれども、それで見た場合に、軽油と普通のガソリンと

は非常に差がありまして、このことがディーゼル車を促進して大気汚染を悪化させたと、そういうことで

なければ、かなり効率的にディーゼル粉塵を減らせるのだというようなシミュレーションですけれども、

実際の消費者のデータを使った研究などもしておりますから、そういった観点から既存の税制との関係と

いうのも考えていく必要はあるのではないかと思います。 

 それから、外部不経済に関して、確かに、環境税ということでＣＯ２だけかということでご指摘でした

けれども、私自身は、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の政策評価というのが総務省でありまして、その中でわかっ
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たのが、ディーゼルとか粉塵に関してはかなり技術水準が進んできていて、例えば、自動車なんかに関し

ていうと、これからはＣＯ２とかの割合の方が大きくなっていくだろうという意味では、ＣＯ２を見ると

いうのは大きな視点だと思います。ただ、グリーンとか水ということになると、また非常に重要な視点で、

そちらの方が抜けてしまうわけですけれども。 

 それから、東京都でこういった環境税を徴収する根拠ということですけれども、一つには、実際的に、

かなり先の話かもしれませんけれども、東京は非常に海抜が低い地域をたくさん持っておりますので、そ

こをどういうふうに今後、海面上昇に対応していくかというのは大きな課題になっていくような可能性が

あるかと思います。私自身、昨年８月まで２年間、アメリカの環境経済学関係の研究所にいたのですけれ

ども、そこなんかで、よくそんな低いところに住んでいられるなという話を温暖化関係の人がしているぐ

らい、それは、かなり長期というか中期的にすごく重要な課題になってくる可能性はあると思うので、そ

ういった根拠も非常に重要なのではないかと思いました。 

 それから、なぜ東京都だけやるのかという話で、○○先生がアメリカの例を出していましたけれども、

例えば、アメリカで実際に今、行われているのは、やはり、そこだけでやっているのが外に漏れてしまう

というのは問題なので、まずは余り移転がないだろうというのも一つの根拠だと思うのですけれども、電

力産業を対象にやっているというのが排出権の方ですけれども現状です。残念ながら北東部の地域は電力

市場を自由化しているために、多少、漏れはあるのですけれども、考え方としては、東京都だけでやって

も地方でやっても外に移動がないような業種等を対象としてやるというのも考え方ではないかと思います。 

 以上です。 

【小委員長】  では、○○専門委員。 

【専門委員】  私も、今日から初めて委員として出席させていただいたので、ちょっと意見を伺わせて

いただいていました。租税法を専攻しておりますので、法律の観点から、お話をさせていただきます。 

 １番目の論点の既存のエネルギー関係税制との調整ですが、これは必要になります。既存のエネルギー

税制は、それぞれ異なる課税目的、課税根拠で設けられておりまして、その課税目的にはＣＯ２排出削減

なんていうのは全然入っていませんし、地球温暖化対策なんて、ましてや何も入っていませんから、した

がって、それとは違う目的で新たな租税負担を課するというのは一つの方法としてはあろうと思いますし、

それから、エネルギーでも課税の及んでいない種類のエネルギーがありますから、ＣＯ２の排出があるエ

ネルギーについて、すべてＣＯ２税をかけるという選択肢は出てこようと思います。 

 その段階で、あと石油、原油なのですが、既存のエネルギー税制は原油からの精製物について多重に課

税しているのです。ＣＯ２税と言ったときには、精製段階のすべてについてＣＯ２税をかけるというのは、

これまた多重になりますから、もしやるのだったら、原油に関しては、どこか１カ所でプラスアルファの

ＣＯ２税をかけるというのだったら調整の余地はあるのではないかと思っています。それ以外のエネルギ

ーについてはＣＯ２税を新たにかけるという方法はあると思っています。 

 次に課税権者の問題で、既存のエネルギー税は国税がほとんどなのですが、国税といっても税収が国に

入っているとは言えなくて、相当の税金が地方に譲与税で出ているのです。それで、さらに地方公共団体

が似たような税金を乗せるというのは、うまくいかない。それだったら譲与税はやらないということにな

るでしょうから、国税と地方税との調整というのは、当然、現行法との調整という形で必要になると思い

ます。 

 それから、地方公共団体が独自税としてＣＯ２税をかけることの意味なのですが、もちろんＣＯ２は空

気に関連しますから、地方公共団体一つで解決できる問題ではないと思います。ただ、日本の場合、人口

の集中と産業の集中が非常に進んでいますから、ＣＯ２の排出が大きい地域というのは、特定しているの
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です。東京都だけではだめですけれども、そういうＣＯ２の排出の多い地域が幾つか連携すれば、そして

同じような税金をとるというのであれば、これはＣＯ２対策として十分な効果を上げ得るというふうに思

います。国が余りやる気がないのだったら、そういう大きな地方公共団体がまとまって同じような税金を

導入するということにすれば、国が導入したのと同じような効果が出てくるので、それは意味があると思

っています。 

 あとは税金のかけ方で、地方公共団体がやることのまずい点は、下流段階で重い税金をかければ、当然、

隣の地方公共団体で税金のかからないものを買うということが起こるわけで、下流段階での課税をやるの

だったら、なるべく税金は安くする。わざわざ、ほかに行って買うよりは、ちょっとぐらい高くてもここ

で買おうという程度の税金だったら、これは、それほど経済の移動は起こらないと。そのかわり、税金は

低いけど非常に広い範囲でかけるというタイプの、そういうエネルギー税にする必要がある。そうでない

のだったら、上流の方で地方税をかけた方がいい。そうすると、だんだん品物が下に来る段階で税金分は

モデレートされてきますから、下の方に来た段階では、ほかの県に行ってわざわざ物を買うような、それ

ほどの値段の差にはならなくなるかもしれないということで、地方公共団体でこういうＣＯ２税をかける

ときには、そういうかけ方の工夫をすれば、ほかの県に経済が動くということは少し避けることができる

のではないかと思います。 

【小委員長】  いかがでしょうか。今日出されております論点、もう既に、いろいろな論点について意

見が出されました。既存のエネルギー税との関係という第１点、それから第３点のレベニュー・ニュート

ラルというのは、実は関連していることでございまして、出た意見は、まず一つは、先ほど事務局からの

説明にあったデンマークとかフィンランドのように、既存の税は置いておいて、いわゆる炭素税という形

で上乗せといいますか、別にかけてしまうと。そうしますと調整は必要ないということで、これは増収に

なるということかと思います。 

 もう一つの考え方は、お話がありましたとおり、ＣＯ２当たりで見た場合に、たくさんかかっているも

のと余りかかっていないものとあるわけでございますので、その調整を行って、なるべくかかっていない

ところに多くかけようという考え方もあり得るということでございます。 

 それから、もう一つ、税収中立で考えようという考え方の中では、今日出されましたのは、エネルギー

税の枠内でというよりは、より広い、例えば、社会保険料でありますとか、あるいは事業税でありますと

か、そういった公的な負担、全体の中での税収中立ということが望ましいか、あるいは、むしろ、そうで

はなくて増収を図った方がいいのではないかということについては、さまざまな意見が出されたというこ

とでございますので、そういうこともこれから検討していきたいと思います。 

 それから、ただ今○○専門委員からお話がありましたように、上流、下流の問題と、それから国税、地

方税の問題というのは、いろいろ組み合わせがあるわけでございますけれども、確かに、国税であれば、

それは、ある程度、上流、下流、両方可能ということは可能だと思いますけれども、地方税、あるいは地

方収入と言ってもいいのですが、そう考えた場合には、独自課税あるいは法定税、あるいは地方共同税、

あるいは国との共有税、もしくは国税で取って地方譲与税として流すと、いろいろな形態があるわけでご

ざいますが、それぞれのやり方で下流、上流の組み合わせが成り立つかと思います。そういう点も含めて、

今後、また検討を重ねていきたいと考えております。 

 では○○委員、ございましたら。 

【委員】  すみません。先ほど一つ、申し上げるのを忘れてしまったのですけれども、今の既存のエネ

ルギー関係で、これまで税がかかっていなかったところにというようなことで、例えば、今、電気、ガス

とか、あるいは灯油とかというのが出ていましたけれども、これをちょっと考えるときに、逆進性が生じ
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てしまって、低所得者に対する負担が重課になってしまうのではないかということが前に神奈川県で検討

したときにやはり問題になりまして、そこのところを軽減するとか減免の仕組みをどう入れるかというこ

とが議論になったので、何か詰めるときには一つのポイントになるかなということだけ補足をさせていた

だきます。 

【小委員長】  ありがとうございます。ただ今の点も、いわゆる負担の逆進性に関する配慮ということ

についても、当然、検討の課題としては入ってくるかと思います。 

 それから、挙げております論点の四つ目のところが地方税のグリーン化について、つまりＣＯ２の問題

以外のことも含めてということでございますので、既に、この辺についても、先ほどから、ごみの問題で

ありますとか、あるいは窒素酸化物の問題でありますとか、いろいろな形で提起がございましたので、広

い意味で環境税制ということでありますと、それも盛り込んでいければと考えております。 

 それでは、大体６時に近くなりました。今日は、貴重なご意見をいただいて、ありがとうございました。

本日、皆様からいただいたご意見を踏まえて、別途設置いたします分科会で、さらに検討を進めていきた

いと考えております。 

 それでは、事務局から、分科会について説明をお願いいたします。 

【税制調査担当副参事】  ただ今小委員長からありましたとおり、地方環境税制のあり方について、さ

らに調査・検討を深めるために分科会を設置いたします。分科会は、今日のご議論にもありましたが、広

く地方税制のグリーン化をテーマにするのですが、今年度につきましては温暖化対策の観点から炭素に着

目した環境税を中心に検討をいただきます。 

 進行の当面の予定なのですが、９月に小委員会が予定されているのですが、そこに検討の経過をご報告

いただくことを考えております。委員は、小委員長から指名いただきまして、○○委員を会長に、○○委

員、○○専門委員、○○専門委員にお願いをいたします。なお、分科会につきまして、分科会は小委員会

での議論の前段となる、いわば叩き台のようなものを積み上げていくというものでございますので、その

過程については非公開ということでお願いをしたいと思います。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

【小委員長】  ただ今の事務局からの説明につきまして、ご意見、ご質問のある方はいらっしゃいます

でしょうか。 

（なし） 

【小委員長】  それでは、分科会の会長をお願いする○○委員から、一言、ごあいさつをお願いしたい

と思います。 

【委員】  分科会の会長をお引き受けすることになりました○○でございます。東京都の税制調査会は

古くから環境税制という点では先陣を切ってまいりまして、そういう意味では、非常に、都税調というの

は責任もありますし、重要な役割を担っていると思います。私自身も、かつて、この都税調の前身の大都

市税制研究会というものに参加しておりましたときには、自動車税制のグリーン化ということで、国より

も先に自動車に対して軽課をして車齢１０年超の車に対して重課をするというようなことをやって、後か

ら、それが全国的に広がったということがございます。そういった形で、ぜひ質の高い議論をさせていた

だきまして、幸い、○○委員のほかに今回は専門委員として○○先生と○○先生、非常に識見の高い先生

方を迎えることができて、間違いなくいい議論をさせていただけるかと思います。結果を、この小委員会

にインプットさせていただければと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【小委員長】  ありがとうございました。 

 それでは、事務局から、今後の日程のご説明をお願いいたします。 
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【税制調査課長】  では、まず、次回、第３回小委員会の日程でございますけれども、６月９日午後４

時から、都庁第一本庁舎３３階南側、本日と同じですけれども、Ｓ６会議室で開催させていただきますの

で、ご出席のほど、よろしくお願いいたします。 

 次に、今年度のスケジュールの変更について申し上げます。お手元の平成２１年度東京都税制調査会小

委員会の議題（修正案）と小委員会のプレゼン（修正案）をご覧いただきたいと思います。以前の資料で

は、第４回小委員会で法人課税と消費課税、第５回では格差問題を議題とする予定でございましたけれど

も、お手元の資料のとおり順番を変更させていただきたいと思います。プレゼンをお願いしている先生方

には、恐縮でございますけれども、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

【小委員長】  それでは、これで本日の議事を終了いたします。 

 本日は、お忙しい中、お集まりいただきまして大変ありがとうございました。 

 これをもちまして、第２回の小委員会を閉会いたします。 


